
簡易裁判所判事の選考手続について

簡易裁判所判事推薦委員会

◇ 各地裁に設置され，候補者が簡裁判事として適当か否かを審査

◇ 委員は８人（各地裁の所長・その他の判事，家裁の所長，地検の検事正，弁護士会長，学

識経験者。東京地裁は１２人で組織）

高裁長官を経て推薦

簡易裁判所判事選考委員会

◇ 最高裁に設置され，簡易裁判所判事推薦委員会が推薦した者の中から，簡裁判事の候補者

の選考を行う。

◇ 委員は９人（最高裁判事３人，東京高裁長官，次長検事，弁護士２人，学識経験者２人）

○ 第一次選考

・ 筆記（論文式）試験

科目：憲法，民法，刑法，民事訴訟法，刑事訴訟法

○ 第二次選考

・ 第一次選考合格者に対して，口述の方法により法律問題（第一次選考と同一の科目

の法律学に関する学識・応用能力の考査）に関する試問

・ 身上，経歴，適性等の一般的事項に関する試問

※ 平成１４年度から，一般的事項に関する試問については，事前に高裁長官（委員

である東京高裁長官以外は臨時委員に任命）による試問も行われ，その結果も判

定に活用されることになった。

（参考）

裁判所法45条

多年司法事務に携わり，その他簡易裁判所判事の職務に必要な学識経験のある者は，簡易裁判所判

事選考委員会の選考を経て，簡易裁判所判事に任命されることができる。

簡易裁判所判事選考委員会に関する規程は，最高裁判所がこれを定める。

資料２２(配資１０)
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（昭和二十二年九月十九日最高裁判所規則第二号）簡易裁判所判事選考規則

第一章 簡易裁判所判事選考委員会

第一条 簡易裁判所判事選考委員会は、最高裁判所の監督に属し、簡易裁判所判事の任命

に関する裁判所法第四十五条第一項の選考を行う。

第二条 委員会は、委員九人でこれを組織し、そのうち一人を委員長とする。

第三条 委員は、左に掲げる者を以てこれに充てる。

一 最高裁判所判事 三人

二 東京高等裁判所長官

三 次長検事

四 弁護士 二人

五 学識経験のある者 二人

２ 前項第一号及び第五号の委員は、最高裁判所長官が、これを委嘱し、同項第四号の

、 、委員は 弁護士法第五十二条の規定による弁護士会連合会の推薦する弁護士の中から

最高裁判所長官がこれを委嘱する。

第四条 委員会の委員長は、最高裁判所長官が、これを委嘱する。

２ 委員長は、会務を総理する。

３ 委員長に事故のあるときは、委員長の指名する委員が、その職務を代理する。

第五条 最高裁判所が委員会に対し第一条の選考を行うべきことを命じたときは、委員会

は、簡易裁判所判事推薦委員会が推薦した者の中から、簡易裁判所判事の候補者を選考

しなければならない。

２ 委員会は、前項の場合において、必要があると認めるときは、同項の規定にかかわ

らず、簡易裁判所判事推薦委員会が推薦した者以外の者の中から、簡易裁判所判事の

候補者を選考することができる。

３ 委員会は、前二項の規定により、簡易裁判所判事の候補者を選考したときは、速や

かに、その氏名、選考の理由及び選考の日を最高裁判所に報告しなければならない。
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第六条 委員会は、委員長が、これを招集する。

２ 委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。

第七条 委員会の会議は、秘密とする。

第八条 委員会は、五人以上の委員が出席しなければ、会議を開くことができない。

２ 委員会の議事は、出席した委員長及びその他の委員の過半数によりこれを決する。

可否同数のときは、委員長が、これを決する。

第九条 委員会は、適当と認めるときは、委員でない者の出席を求めてその説明又は意見

を聴くことができる。

第十条 委員会の選考は、選考の日から一年を経過したときは、その効力を失う。

第十一条 第三条第一項第一号、第四号及び第五号の委員の任期は、三年とする。但し、

再任を妨げない。

第十二条 委員会に幹事一人を置く。

２ 幹事は、最高裁判所の裁判所事務官の中から、委員長が、これを委嘱する。

３ 幹事は、委員長の命を受けて、庶務を掌る。

第十三条 委員会に書記を置く。

２ 書記は、委員長及び幹事の命を受けて、庶務に従事する。

３ 前条第二項の規定は、書記にこれを準用する。

第十四条 この規則に定めるものの外、委員会に関し必要な事項は、委員会がこれを定め

る。

第二章 簡易裁判所判事推薦委員会

第十五条 各地方裁判所に、簡易裁判所判事推薦委員会を置く。

第十六条 委員会は、当該地方裁判所の所長の監督に属し、簡易裁判所判事として適当と

認める者を簡易裁判所判事選考委員会に推薦する。

第十七条 委員会は、委員八人でこれを組織する。但し、東京地方裁判所の委員会につい

ては、委員の数を十二人とする。

第十八条 委員は、左に掲げる者を以てこれに充てる。



- 3 -

一 当該地方裁判所の所長

二 当該地方裁判所の判事で前号に該当しない者 二人

二の二 当該地方裁判所の所在地を管轄する家庭裁判所の所長

三 当該地方裁判所に対応する地方検察庁の検事正

四 当該地方裁判所の管轄区域内の弁護士会の会長

五 学識経験のある者 二人

２ 前条但書の委員会については、前項第二号及び第五号の委員は、これらの各号の規

定にかかわらず、その員数を各々三人とする。

３ 第一項第二号及び第五号の委員は、当該地方裁判所の所長が、これを委嘱する。

４ 地方裁判所長は、前項の規定により委員を委嘱したときは、速やかに、当該地方裁

判所の所在地を管轄する高等裁判所の長官を経て、最高裁判所にこれを報告しなけれ

ばならない。

第十九条 委員会に委員長一人を置き、地方裁判所長たる委員を以てこれに充てる。

２ 第四条第二項及び第三項の規定は、前項の委員長にこれを準用する。

第二十条 委員会は何時でも、簡易裁判所判事として適当と認める者を、当該地方裁判所

の所在地を管轄する高等裁判所の長官を経て、簡易裁判所判事選考委員会に推薦するこ

とができる。

２ 前項の高等裁判所長官は、委員会の推薦に意見を附することができる。

第二十一条 第十七条但書の委員会は、七人以上、その他の委員会は、五人以上の委員が

出席しなければ、会議を開くことができない。

第二十二条 高等裁判所長官又はその指名する高等裁判所判事は、何時でも、当該高等裁

判所の管轄区域内の地方裁判所の委員会に出席して意見を述べることができる。

第二十三条 第十八条第一項第二号及び第五号の委員の任期は、三年とする。但し、再任

を妨げない。

第二十四条 委員会に幹事一人を置く。

２ 幹事は、当該地方裁判所の裁判官又は裁判所事務官の中から、委員長が、これを委
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嘱する。

３ 幹事は、委員長の命を受けて、庶務を掌る。

第二十五条 委員会に書記を置く。

２ 書記は、当該地方裁判所の裁判所事務官の中から、委員長が、これを委嘱する。

３ 書記は、委員長及び幹事の命を受けて、庶務に従事する。

第二十六条 第六条、第七条、第八条第二項、第九条及び第十四条の規定は、この章の委

員会にこれを準用する。

附則（略）


